
○　公聴会における公述人の公述　　　　　　５組（起業者含む。）

項目（区分）
整理
番号

項目（細区分） 公述の要旨 認定庁の見解

① 道路の安全性の
問題

児童の中に車が突っ込んだ死亡事故の報道があるが、車の道路と遊歩道
の段差はどれくらい設けているのか。車が少々突っ込んでも大丈夫なくらい
になっているのか。

本件事業における、自転車歩行者道に設ける縁石の車道に対する高さに
ついては、１５ｃｍの段差が設けられており、道路構造令の運用で求められ
ている高さは十分に確保されている。さらに、２車線道路の両側に、路肩、
植樹帯が設けられ、歩行者等を自動車交通から分離することや、植栽によ
り自動車の自転車歩行者道への乗り上げを抑止する効果が期待でき、歩
行者等の安全は確保されると判断している。

②
自転車専用道路
の整備

事故発生率が高い要因として道の狭さ、規格の悪さにも原因がある。道路
を拡張する際に、自転車専用レーンも一緒に造れば、自転車全体の事故も
減少するのではないか。

本件事業では、現道が、車道幅員が狭小で、歩道と車道の区別がない状態
となっていたことなどから、現道拡幅を行い道路の交通状況等を考慮して２
車線道路の両側に自転車歩行者道を設置し、自転車及び歩行者が利用す
る計画となっていることから自転車・歩行者の安全な交通の確保が図られる
ものと考えられる。

③
道路拡張による
交通事故の増加
の懸念

（都市計画道路　北久米和泉線の状況を引き合いに出し）道路が拡張され、
車のスピードが上がり、その結果重大事故が増えている。以前の６ｍの道
路では、車もゆっくり走っており、事故があっても小規模なものであった。

本件事業により、新たに車道の両側に３ｍの自転車歩行者道が設置される
ことから、歩行者等の安全性の向上が図られるものと考えられる。また、車
道の拡幅は０．２５ｍに過ぎず、制限速度も現道と同じ速度を予定している。
よって、本件左の主張は該当しないと考える。

④

渋滞の悪化と、こ
れを避けようとし
て生じる事故の
危険性

南北の伊予線（県道松山伊予線）はなみずき通り（都市計画道路　千舟町
古川線）では、朝夕のラッシュ時に渋滞し、１０年前よりひどくなっている。渋
滞を避けようとする車が住宅街の脇道をスピードを落とさず通行することと
なり、危険を感じている。
本件事業についても同様の事態が懸念される。

⑤

渋滞の悪化と、こ
れを避けようとし
て生じる事故の
危険性

現在でも、朝夕の通勤時間帯はかなりの交通量があると思うが、今後、拡
張工事をすれば、年間交通量が３倍から４倍になるときいている。加えて、
工事車両やトラック等の大型車が通行することから今以上に渋滞が起きる
のは明確である。そうなると、迂回のために住宅地内の道路に入ってくるこ
とが容易に考えられる。このようなところでスピードを出されると周辺住民が
事故に巻き込まれるケースが間違いなく増加する。

公聴会における主な反対意見の要旨と当該意見に対する事業認定庁の見解を併記した意見対照表

事業計画

本件区間については、起業者が平成２４年１月に任意で実施した調査結果
によると、混雑度は１．５５であるが、本件事業完成時（平成２７年度末）には
１．２４と緩和され、さらに平成４２年には０．８２と解消される。よって、本件
区間における渋滞は緩和・解消となることが予想されるため、渋滞を原因と
した迂回のために住宅街の道路へ入っていく可能性は低いと考えられる。
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⑥ 排気ガスによる
大気の汚染

排気ガスによる大気汚染について、証明する術はないが、悪くなっているの
は確実である。今後、県道松山伊予線が拡幅され、中川原橋が改修され、
松山外環状道路が造られると現在と全く違う地域に変えらされているようで
ある。これ以上の環境の悪化と危険にさらされることに強い危惧をもってい
る。

起業者は、環境影響評価法等に準じ、大気質調査を行っている。その結果
によると、本件事業完成時（平成２７年度末）及び平成４２年度において、い
ずれも環境保全目標を達成すると予測されているが、その予測には、松山
外環状道路等の将来交通も含めて検討している。よって、本件事業が大気
質に与える影響は軽微であると判断している。

⑦ 排気ガスによる
大気の汚染

１日の車の台数が２万台と言っているが、新しく道路ができればだいたい４
倍から５倍になる。排気ガス問題などがでてくるが、その対応は具体的にど
のようにされるのか。

本件事業について起業者が平成２４年に実施した交通量調査では、１９,５３
９台／日であるが、起業者が行った将来交通量の推計によると平成４２年
度における交通量は１０,１００台／日と推計されており、４倍から５倍になる
という表現にはあたらない。
また、起業者は環境影響評価法等に準じて大気質調査を行っており、その
結果によると、本件事業完成時（平成２７年度末）及び平成４２年度における
予測において、いずれも環境保全目標を達成すると評価されており、本件
事業による影響は軽微であると判断している。

⑧
排気ガスによる
大気の汚染と子
供たちへの影響

今まで走行することのなかった大型車輌（トラック、工事車両など）が走るよ
うになり、今まで問題になることのなかった自動車の排気ガス問題が発生す
ると思っている。特に大型車輌は、基本ディーゼル車であるため、ガソリン
車よりも排気ガス問題が発生しやすい。その結果、車の排気ガスに含まれ
ている有害物質によって血管が縮まったり、脳の前頭前皮質という部分に
悪影響を与え、特に小学校、幼稚園の子供たちがＡＤＨＤ（注意欠陥・多動
性障害）を発症しやすくなる。

起業者が環境影響評価法等に準じて大気質調査を行ったところ、本件事業
完成時（平成２７年度末）及び平成４２年度においては、いずれも環境保全
目標を達成すると予測されている。

⑨ 騒音による住環
境の悪化

（都市計画道路　北久米和泉線の状況を引き合いに出し）新しい道路ができ
て、大型車、改造自動車、オートバイが多く通行するようになり、騒音がひど
くなっている。本事業の完成により、同様の事態が起こることが懸念される。

起業者は、環境影響評価法等に準じて騒音調査を行っている。その結果に
よると、本件事業完成時（平成２７年度末）及び平成４２年度において、いず
れも環境保全目標を達成すると評価されていることから、懸念材料にはあ
たらないと考えられる。

事業の施
行に伴うマ
イナス要因
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項目（区分）
整理
番号

項目（細区分） 公述の要旨 認定庁の見解

⑩
本事業の施行に
よる遊技場の利
用客の減少

本事業により、県道から遊技場への直接の出入りができなくなり、交通の流
れが完全に変わるため、客足の大幅減少は必至であり、経営が維持できな
くなる可能性がきわめて高い。

⑪
本事業により遊
技場の経営に支
障が出ること

遊技場と一体をなしている県道東側飲食ブース及び駐車場のみを収用され
ると遊技場の必要駐車台数を確保できなくなると同時に客足の大幅減少で
遊技場経営に大きな支障が生じる。

⑫

本事業により風
営法関係法令上
の許可基準を充
足しなくなること
の懸念

風営法関係法令により、現住所地での遊技場営業の許可には、「国道及び
県道の各一側端から幅１００ｍ以内であること。」と規程されているが、本事
業により、同場所より約３ｍの高さで県道が通過し、県道と当店の間に出来
る副道となる市道に接面が変わることになり、許可要件の距離を充足しなく
なる可能性がある。

当該意見は、 仮に風営法及び愛媛県条例に定める許可要件を充足しない
と判断され、それによって営業継続に支障が出た場合において、補償に関
して検討すべき事項であるので、本件事業認定において考慮すべき事項で
はないと考えられる。

⑬

起業者は十分な
説明・協議を尽く
していないまま事
業認定申請を
行った。

起業者は、度重なる人事異動で何度も担当者が交代し、その都度協議は振
り出しに戻り、補償内容に対する具体的協議には至っていない。また、調査
立ち入りを了承したが、説明なく一方的に断られたうえ、八幡浜地区で強制
収用した職員より「脅し」かと思えわれる言葉も耳にした。協議中断から約１
年半後、起業者は事前に説明をせずに突如として事業認定を申請した。

当該指摘は、任意の用地取得段階における起業者の交渉態度に関する意
見と考えられ、本件事業認定において考慮すべき事項ではないと考えられ
る。なお、起業者は、事業認定を申請する前に、あらかじめ、当該事業の施
行を予定する土地等の権利を有する者でこれらの権利を提供することにつ
いて同意をしていないものに対し、文書をもって説明会開催の通知を行った
外、新聞公告により広く周知したうえで、土地収用法第15条の14に基づく事
業の説明を行っており、認定庁においても申請書類の中で事実関係を確認
している。

その他

当該意見は、 補償に関して検討すべき事項であり、本件事業認定において
考慮すべき事項ではないと考えられる。
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項目（細区分） 公述の要旨 認定庁の見解

⑭ 本事業の合理性
の疑問

本事業案の説明を受けた当初から、道路形状を変更して、起点となる起伏
部は１００ｍ程南側の河川部分に移動した方が、公共性の高い意味のある
事業になるのではないかと提案したが、起業者からは、できないという回答
のみであった。それどころか道路用地がパチンコ本体にかかると補償額が
計り知れないものになるため、これを避けるような設計とした旨の発言があ
り、本事業の合理性に関して疑問がある。

起点となる場所を南に100m移動させることは、一級河川重信川の流路を阻
害するため、移動させることは現実的ではない。また、堤防の高さについて
は、当該河川の河川整備計画等で堤防の高さが決められており、これより
低くすることは不可能である。
起点の場所及び起点の高さが固定され、道路構造令に基づき設計を行う
と、まず、現況の縦断勾配である7%は、当該規定を満たさないものであるか
ら、規定値である5%にしなければならない。さらに、松山外環状道路との交
差部は規定値である2.5%で設計しなければならず、現況よりも登坂区間が
長くなり、沿道との高低差が発生することは必要最小限のものであり、やむ
を得ないと判断出来る。
また、本件事業において起業者が採用した道路構造は、副道を設けるなど
沿道の住民の生活にも配慮したものであり、かつ、社会的影響、施工性及
び経済性等を総合的に勘案した結果、合理的なものであることが認められ
る。

⑮ 県の都市計画施
策に関する疑問

県の都市計画に関して疑問がある。例えば、道後を流れる石手川の貯水量
は、５５万人分必要なのに３２万人分に対しての貯水量しかなく都市計画の
構想がどうなっているのか疑問である。持田、道後地区等高級住宅街に県
が率先して高層建物を建てるべきではない。道路行政として、このそばに石
手川に架かる橋があるが、そこから300mしか離れていないところに新たに
大きな橋（松山外環状道路と思われる）を造るのはどうか。都市計画は１００
年くらいのスパンで造るべきものであり、道路にしても最低でも６０年のスパ
ンで造るべきである。

⑯ 河川の災害対策
は万全か

今回の工事で河川敷、河川内の工事として橋桁の部分を工事している。古
川地区の河川付近には小学校、幼稚園、保育園があるが、ゲリラ豪雨等が
おこった場合、重信川が氾濫し、その被害は計り知れない数となる。災害が
おこってからではなく、起こる前に被害抑止ができる町づくりをするべきであ
る。

その他

本件事業に関する意見ではないので、本件事業認定において考慮すべき
事項ではないと考えられる。
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